
戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21232 河川総務事務費

担当組織 水安全部 河川課 担当 管理担当

組織コード
R4 91 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 08 03 01 02 01

記入日 令和 4年 6月27日
R3 91 05 00 R3 01 08 03 01 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち ○ 対象
再掲施策

施策 19 浸水対策の推進 ● 対象外

事業期間 平成１７年度 ～ 令和１２年度

河川法、戸田市準用河川管理施設等構造基準条例

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

※予算編成用シート

事業目的

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

河川事業の運 河川事業の運 河川事業の運 河川事業の運 河川事業の運

営に必要な経 営に必要な経 営に必要な経 営に必要な経 営に必要な経

常的事務 常的事務 常的事務 常的事務 常的事務

事　業　費 5,597 6,136 6,136 6,136 6,136

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 5,597 6,136 6,136 6,136 6,136

人　件　費 1,731 1,731 1,731 1,731 1,731

投入 常勤職員 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人 0.25人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 7,328 7,867 7,867 7,867 7,867



2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞
予算編成用シートの為、指標等未設定

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
河川事業全般を円滑に推進するため必要な経費であり、大きな見直しはなく現状のまま継続する。

事業の方向性・
取組方針



(ポンプ等) (ポンプ等)

の維持管理 の維持管理 の維持管理 の維持管理 の維持管理

事　業　費 65,144 83,076 101,857 135,002 70,902

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 112 0 0 0

一般財源 65,144 82,964 101,857 135,002 70,902

人　件　費 20,979.72 20,979.72 20,979.72 17,310 20,979.72

投入 常勤職員 3.03人 3.03人 3.03人 2.5人 3.03人

人員 非常勤職員 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人 0.6人

事業費＋人件費 86,124 104,056 122,837 152,312 91,882

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 21233 河川維持管理費

担当組織 水安全部 河川課 担当 管理担当

組織コード
R4 91 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 08 03 01 03 01

記入日 令和 4年 7月 1日
R3 91 05 00 R3 01 08 03 01 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち 25 27 28 ○ 対象
再掲施策

施策 19 浸水対策の推進 ● 対象外

事業期間 昭和５１年度 ～ 令和１２年度

河川法、戸田市船着場条例・同施行規則

根拠法令 戸田船着場の兼用工作物管理協定 関連計画

通 達 等 戸田船着場の細部事項について 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 ■ リスクシナリオ番号：１－３、７－２、８－３

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

河川や水路の流下機能を確保するとともに、水質改善や水辺環境の保全により河川施設を健全な状態に保持することで水辺

事業目的
に親しめるよりよい河川環境づくりを推進することを目的とする。

市が管理する河川・水路・排水施設等については、各施設が正常に機能するよう定期点検やパトロールを実施し、点検結果

に基づいた応急措置や計画的な修繕を実施する。また、水辺に親しめる環境づくりのために、市民等との協働により川の利

活用や清掃活動を実施する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

河川・水路及 河川・水路及 河川・水路及 河川・水路及 河川・水路及

び河川施設 び河川施設 び河川施設 び河川施設 び河川施設

(ポンプ等) (ポンプ等) (ポンプ等)



理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 管理業務や修繕については、県の設計基準や単価、見積書に基づき適切に積算を実施し、競争入札

や見積合わせにより業者を決定しており、経費は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 管理業務や修繕については、専門的な内容が多くあることから、業者に委託するなどしているが、

市民サービスの質を低下させることなく実施できていることから事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 管理業務や計画的な修繕により、急な出水時においても排水施設や調節池などが正常に稼働し、市

民の生命や財産が水害から守られており、受益・負担は公平である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

特になし

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　引き続き、既存の河川施設を最大限に有効利用できるように、健全な状態を保持する。

事業の方向性・
取組方針

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 笹目川イベント及び荒川クリーン 笹目川とことん活用連絡 回 3 3 3 3 3
活動① エンドの開催数 会、荒川クリーンエンド 0 － － －
事務事業 河川施設損傷箇所補修率 補修箇所数/河川ﾊﾟﾄﾛｰﾙ ％ 100 100 100 100 100
活動② に基づく補修必要箇所 100 － － －
事務事業 笹目川イベント及び荒川クリーン 笹目川とことん活用連絡 人 1,566 1,599 1,632 1,665 1,698
成果① エンドの年間参加者数 会、荒川クリーンエンド 0 － － －
事務事業 河川施設損傷による事故件数 河川ﾊﾟﾄﾛｰﾙ結果に基づく 件 0 0 0 0 0
成果② 補修必要箇所における 0 － － －
強靱化 河川施設損傷による事故件数 河川ﾊﾟﾄﾛｰﾙ結果に基づく 件 0 0 0 0 0
KPI① 補修必要箇所における 0 － － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　イベントの開催については、感染症拡大予防の観点から中止となり目標を達成できなかったが、関連団体や市民と組織する

状況
笹目川とことん活用連絡会を2回実施し、川の利活用などについて意見を共有した。

の分析 　また、河川施設については、職員や専門業者によるパトロールを強化し、危険箇所を早期に発見することで、河川施設の健
全化を図り目標を達成した。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 管理業務や修繕については、業者からの点検報告、パトロール結果、市民からの要望や苦情に基づ

き計画的な修繕を実施することで適正に管理されており、施策の目標達成に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断



546 0

一般財源 84,896 34,067 94,773 21,818 6,000

人　件　費 7,824.12 7,824.12 7,824.12 7,824.12 7,824.12

投入 常勤職員 1.13人 1.13人 1.13人 1.13人 1.13人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 92,720 107,601 218,178 59,188 13,824

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 7160 上戸田川整備事業

担当組織 水安全部 河川課 担当 整備担当

組織コード
R4 91 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 08 03 01 04 01

記入日 令和 4年 6月29日
R3 91 05 00 R3 01 08 03 01 04 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち ● 対象
再掲施策

施策 19 浸水対策の推進 ○ 対象外

事業期間 昭和５６年度 ～ 令和１２年度

河川法 上戸田川整備計画

根拠法令 関連計画 新曽第二土地区画整理事業

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 ■ リスクシナリオ番号：７－２、８－３

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：１－１

対象
市民（蕨市民の一部含む）

上戸田川流域における浸水被害の軽減と治水安全度の向上を図るとともに、快適な水辺環境を創出することを目的とする。

事業目的

浸水被害の軽減のための護岸拡幅や河床の掘削等を行い、流下能力の向上を図る。また、国庫補助金や流域市の負担金を確

保しながら、河道整備を進めていく。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

河川整備工事 河川整備工事 河川整備工事 河川整備工事 実施設計

、実施設計、 、地盤変動影 、地盤変動影

公共施設管理 響事後調査 響事後調査

者負担金

事　業　費 84,896 99,777 210,354 51,364 6,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 20,000 60,000 15,000 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 13,800 0 0 0

そ　の　他 0 31,910 55,581 14,



負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 河川整備については、事業費や想定被害額に基づき費用便益を検討し、また、流域である蕨市から

整備にかかる費用の一部を負担していただいており、受益・負担は公平である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

特になし

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　平成29年度から工事着手している新曽第二土地区画整理事業地区内の上戸田川整備事業については、引き続き

事業の方向性・
、市役所南通りまでの未整備区間（約30ｍ）の河道整備を優先的に整備していく。

取組方針
　なお、令和6年度以降の整備については、市役所南通りから北側の用地確保が未定のため、下流の既存護岸の
修繕等を必要に応じて検討していく。

6 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 上戸田川の工事設計延長 年度毎の工事設計延長 ｍ 0 45 0 0 0
活動① 0 － － －
事務事業 上戸田川の整備率 整備済み延長÷総延長× ％ 13.3 15.6 20.7 20.7 21.9
成果① 100 13.1 － － －
強靱化 上戸田川の整備率 整備済み延長÷総延長× ％ 13.3 15.6 20.7 20.7 21.8
KPI① 100 13.1 － － －
総合戦略 上戸田川の整備率 整備済み延長÷総延長× ％ 13.3 15.6 20.7 20.7 21.8
KPI① 100 13.1 － － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　整備率について、目標を達成することはできなかったが、取得済みの用地において、約19ｍの河道整備を実施することで、

状況
目標に近い整備を行うことができた。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 土地区画整理事業者と連携し、河道整備を行ったことにより河川事業が進捗し、施策の目標達成に

貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 工事費用の負担にあたっては、埼玉県の設計基準、単価等に基づき適正に積算が行われていること

から経費は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 土地区画整理事業と連携し、周辺環境に配慮して行っており、市民サービスを低下させることなく

実施出来ている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・



,692

人　件　費 7,270.2 7,270.2 14,194.2 14,194.2 14,194.2

投入 常勤職員 1.05人 1.05人 2.05人 2.05人 2.05人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 177,081 377,834 277,696 576,475 541,801

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 52959 さくら川整備事業

担当組織 水安全部 河川課 担当 整備担当

組織コード
R4 91 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 08 03 01 04 02

記入日 令和 4年 6月29日
R3 91 05 00 R3 01 08 03 01 04 02

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち ● 対象
再掲施策

施策 19 浸水対策の推進 ○ 対象外

事業期間 平成１２年度 ～ 令和１２年度

河川法 さくら川整備計画

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 ■ リスクシナリオ番号：７－２、８－３

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：１－１

対象

さくら川流域における浸水被害の軽減と治水安全度の向上を図るとともに、快適な水辺環境を創出することを目的とする。

事業目的

浸水被害の軽減のための護岸拡幅や河床の掘削等を行い、流下能力の向上を図る。また、流域市の負担金を確保しながら、

河川整備を進めていく。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

護岸整備工事 護岸整備工事 護岸整備工事 護岸整備工事 護岸整備工事

、実施設計、 、実施設計 、実施設計 、実施設計 、実施設計

維持管理業務

事　業　費 169,811 370,564 263,502 562,281 527,607

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 148,195 131,041 281,946 262,915

一般財源 169,811 222,369 132,461 280,335 264



施しており、市民サービスを低下させることなく、実施でき
ていることなどから事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
－ － Ａ 流域であるさいたま市から整備にかかる費用の一部を負担していただいており、受益・負担は公平

である。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

特になし

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
背水区間の整備を優先するとともに、既設護岸の老朽化の状況も考慮し、優先度を明確にしながら着実に治水安

事業の方向性・
全度の向上を図る。

取組方針
また、橋梁部の対策については、護岸整備とあわせた改修時期等を関係機関と検討していく。

8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 さくら川の工事設計延長 年度毎の工事設計延長 ｍ 140 137 70 170 (未定)
活動① 140 － － －
事務事業 さくら川の護岸改修整備率 整備済み延長÷総延長× ％ 49.2 53.4 57.4 58.6 60.1
成果① 100 48.1 － － －
強靱化 さくら川の護岸改修整備率 整備済み延長÷総延長× ％ 49.2 53.4 57.4 58.6 60.1
KPI① 100 48.1 － － －
総合戦略 さくら川の護岸改修整備率 整備済み延長÷総延長× ％ 49.2 53.4 57.4 58.6 60.1
KPI① 100 48.1 － － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
整備率は達成することはできなかったが、繰越となった工事については、令和4年8月末に完成する予定である。

状況
また、整備率には計上されないが、浸水対策の早期効果発現のため、先行的な鋼矢板護岸整備（L=105m）を実施した。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － Ａ 浸水対策の効果発現のため、先行的な鋼矢板護岸を整備し、溢水対策防止の効果が図られた。

また、護岸整備工事については、鋭意施工中であり、完成後には流下能力の向上が図られる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。
経費水準

＜判断理由＞
－ － Ａ 工事については、埼玉県の設計基準や単価等に基づき積算が行われていることから経費は適正であ

る。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
－ － Ａ 工事については、周辺環境に配慮し実



.96 3,738.96 3,738.96 7,408.68 3,738.96

投入 常勤職員 0.54人 0.54人 0.54人 1.07人 0.54人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,254 4,740 4,740 12,570 4,740

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 7164 水防事業

担当組織 水安全部 河川課 担当 管理担当

組織コード
R4 91 05 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 01 09 01 04 02 01

記入日 令和 4年 7月 1日
R3 91 05 00 R3 01 09 01 04 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち ○ 対象
再掲施策

施策 19 浸水対策の推進 ● 対象外

事業期間 昭和２８年度 ～ 令和１２年度

水防法 （国）洪水対策計画書、（県）水防計画書

根拠法令 関連計画 （組）水防計画書

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 ■ リスクシナリオ番号：７－２、８－３

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

荒川の氾濫による水害を未然に防止するため、水防法に基づく「荒川左岸水害予防組合」（川口市、蕨市、戸田市の３市）

事業目的
において水防体制の充実を図ることを目的とする。

荒川左岸水害予防組合として水防計画を定め、出水時における水防活動を実施する。また、同組合を構成する3市で水防演

習等を実施することにより、水害への警戒・被害軽減を図る。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

水防演習の開 水防演習への 水防演習への 水防演習の開 水防演習の参

催 参加 参加 催 加

事　業　費 2,515 1,001 1,001 5,161 1,001

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 500 0

一般財源 2,515 1,001 1,001 4,661 1,001

人　件　費 3,738



していること、また、災害時の水
防活動など当該事業の公平性は高いと考えられる。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

特になし

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　水防のため、国、県、各市が連携し水害を未然に防止するための活動が必要であることから事業は継続してい

事業の方向性・
く。また、荒川左岸水害予防組合の水防計画書に位置付けられている水防訓練は、一年毎に戸田市、川口市、蕨

取組方針
市で開催し、職員・消防職員・水防団員の水防技術の向上を図る必要がある。

10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 水防演習の実施回数 実施回数 回 1 1 1 1 1
活動① 1 － － －
事務事業 出水時における活動率 活動回数÷出水回数×10 ％ 100 100 100 100 100
成果① 0 0 － － －
強靱化 出水時における活動率 活動回数÷出水回数×10 ％ 100 100 100 100 100
KPI① 0 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　水防演習を実施し、目標を達成した。なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から実演式の開催を取りやめ、演習

状況
DVDを作成し視聴する形式の演習とした。また、出水の発生はなかったため実際に活動する機会はなかった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 水防計画書を作成し、戸田市の水防体制の充実に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 荒川左岸水害予防組合規約に基づき、費用負担については３市の均等割り、堤防延長割、人口割、

面積割により算出していることから、経費は適正であると考えられる。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 水防法により基づく事業であり、荒川左岸水害予防組合の総会や協議会にて事業内容を決定してお

り、事業手法は適正であると考えられる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 費用負担については、荒川左岸水害予防組合規約に基づき、算出



人 0.02人 0.02人 0.02人 0.02人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 270 888 888 888 888

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 21412 雨水貯留施設助成事業

担当組織 水安全部 総務課 担当 下水道業務担当

組織コード
R4 91 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 03 xx xx xx xx 00

記入日 令和 4年 6月16日
R3 91 01 00 R3 03 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち ○ 対象
再掲施策

施策 19 浸水対策の推進 ● 対象外

事業期間 平成１８年度 ～ 令和７年度

戸田市雨水貯留施設等設置費補助金交付要綱 環境基本計画

根拠法令 関連計画 都市マスタープラン

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

雨水貯留タンク等の雨水貯留施設を設置する者に対し、その購入及び設置に要する費用の一部に対し補助を行うことで、一

事業目的
時的に雨水流出を抑制し浸水被害及び河川への負担を軽減し、良好な都市環境を創り出すことを目的とする。

宅地内に雨水貯留施設等の設置を行う者に対して、設置費用の２分の１の額（上限５万円）の補助を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

助成の実施 助成の実施 助成の実施 助成の実施 助成の実施

事　業　費 132 750 750 750 750

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 132 750 750 750 750

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 138.48 138.48 138.48 138.48 138.48

投入 常勤職員 0.02



ジで周知するとともに、現状の内容で事業継続する。
事業の方向性・

取組方針

12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 設置助成の受付回数 受付回数 回 10 10 10 10 10
活動① 5 － － －
事務事業 設置助成の実施率 助成実施件数　÷　助成 ％ 100 100 100 100 100
成果① 予定件数 50 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
　活動・成果ともに目標を達成できなかった。

状況
　雨水の有効利用と補助制度について、市民に引き続き周知を図っていく必要がある。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ 雨水貯留に対する補助を行うことで雨水流出を抑制し、浸水被害の軽減が図られている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
ホームページ等により補助金制度の内容及び手続き等を掲載した結果、実績5件。

令和３年度に
実施した

取組内容・効果

広報紙への掲載及びホームページ等のリニューアル。

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
引き続き広報やホームペー



0

一般財源 236 305 50 0 0

人　件　費 4,846.8 11,770.8 18,002.4 18,002.4 21,464.4

投入 常勤職員 0.7人 1.7人 2.6人 2.6人 3.1人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 47,209 288,736 460,702 508,002 581,464

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 30164 雨水整備事業

担当組織 水安全部 下水道施設課 担当 事業担当

組織コード
R4 91 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 03 02 01 01 01 03

記入日 令和 4年 6月28日
R3 91 03 00 R3 03 02 01 01 01 03

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち ● 対象
再掲施策

施策 19 浸水対策の推進 ○ 対象外

事業期間 昭和６３年度 ～ 令和１２年度

下水道法第3条 戸田市都市マスタープラン

根拠法令 関連計画 戸田市下水道ビジョン

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 ■ リスクシナリオ番号：１－３、７－２、８－３

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：１－１

対象
住民、事業者等

雨水排水施設の整備により、雨水を速やかに排除することを目的とする。

事業目的

排水区域(分流式)910haのうち、新曽第一・第二地区を除く747haについて、計画降雨を排除するために必要な雨水排水施設

を整備する。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

雨水計画の見 雨水管渠の設 雨水管渠の設 雨水管渠の設 雨水管渠の設

直し、雨水管 計・工事 計・工事 計・工事 計・工事

渠の設計

事　業　費 42,362 276,965 442,700 490,000 560,000

財
源
内
訳

国庫支出金 12,326 79,560 171,050 195,000 222,500

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 29,800 197,100 271,600 295,000 337,500

そ　の　他 0 0 0 0



・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 雨水整備は公費負担であること、また未整備地区を重点的に実施していることから、受益・負担の

公平性は図られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
新曽地区（雨水未整備地区）の雨水整備に係る事業計画の見直しを実施したことにより、今後の整備計画を策定

令和３年度に することができた。

実施した
取組内容・効果

なし。

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　雨水未整備地区である新曽・笹目地区の整備促進に向け、雨水管渠工事・設計を進めていく。

事業の方向性・
取組方針

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 雨水排水施設の整備済み面積 整備済み面積 ha 831.3 833 837.3 842.3 847.3
活動① 831.3 － － －
事務事業 雨水排水施設の整備率 整備済み面積÷全体面積 % 72.1 72.2 72.6 73 73.5
成果① （1,153ha） 72.1 － － －
強靱化 雨水排水施設の整備率 整備済み面積÷全体面積 % 72.1 72.2 72.6 73 73.5
KPI① （1,153ha） 72.1 － － －
総合戦略 雨水排水施設の整備率 整備済み面積÷全体面積 % 72.1 72.2 72.6 73 73.5
KPI① （1,153ha） 72.1 － － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
新曽地区の雨水整備に係る事業計画の見直しを行い、雨水管渠工事を実施したことにより目標を達成した。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ａ 計画に基づき雨水管渠工事を実施することにより、効果的な浸水防除が図られることから、施策の

目標達成に向けて貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 国の交付金、地方債を財源として最大限確保するとともに、最適な工法となるよう比較検討を行い

適宜事業費の縮減に努めており、事業費・人件費の水準は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 事業計画に基づき、雨水未整備地区を重点的に整備していることから、事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益



庫支出金 487,674 375,940 2,379,490 432,890 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 598,500 428,000 2,405,600 518,800 50,000

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 246 200 101 95 0

人　件　費 6,231.6 6,231.6 6,231.6 6,231.6 2,769.6

投入 常勤職員 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人 0.4人

人員 非常勤職員 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人 0.1人

事業費＋人件費 1,092,652 810,372 4,791,423 958,017 52,770

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 51458 浸水被害軽減事業

担当組織 水安全部 下水道施設課 担当 事業担当・維持担当

組織コード
R4 91 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R4 03 xx xx xx xx 00

記入日 令和 4年 6月28日
R3 91 03 00 R3 03 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 04 安全な暮らしを守るまち ● 対象
再掲施策

施策 19 浸水対策の推進 ○ 対象外

事業期間 令和２年度 ～ 令和１２年度

下水道法第３条 戸田市都市マスタープラン

根拠法令 関連計画 戸田市下水道ビジョン

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 ■ リスクシナリオ番号：１－３、７－２、８－３

総合戦略 ■ 　施　策　番　号　：１－１

対象
住民、事業者等

近年頻発する集中豪雨等による浸水被害状況を踏まえ、下水道施設の整備水準を大きく超える降雨(超過降雨)に対し、緊急

事業目的
かつ効率的に被害を最小化する必要があることから、重点的に対策を行う地区を設定し、集中的に対策を実施することによ

り、市民の生命・財産を保護するとともに、都市機能を確保することを目的とする。

浸水被害の多い地区について、重点的に浸水対策工事を実施する。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

浸水対策検討 浸水対策工事 浸水対策設計 浸水対策設計 浸水対策工事

、貯留施設設 、貯留施設工 、貯留施設工 、貯留施設工

計・工事 事 事 事

事　業　費 1,086,420 804,140 4,785,191 951,785 50,000

財
源
内
訳

国



集中的に事業を実施するこ
とから、事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 １年度 ２年度 ３年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ 集中的な投資となるが、雨水整備率が低い地区への投資であるとともに、結果として上下流区域へ

の浸水被害軽減効果も得られることから、受益・負担の公平性は図られている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
令和３年度まで社会資本整備総合交付金事業として実施していたが、国から更なる計画的・集中的な支援を受け

令和３年度に るため令和４年度より個別補助事業に移行した。

実施した
取組内容・効果

なし。

令和４年度に
実施する取組内容

６．令和５年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了 ○令和３年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　新曽地区(雨水未整備地区)について、雨水貯留管の設置など浸水対策を着実に進めていく。

事業の方向性・
取組方針

16 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 雨水貯留施設(北大通り)の整備延 整備延長 m 0 0 0 930 0
活動① 長 0 0 － － －
事務事業 雨水貯留施設(北大通り)の工事進 実施済み事業費(契約ﾍﾞｰ % 14.8 24.8 88.3 100 100
成果① 捗率 ｽ)÷総事業費(契約ﾍﾞｰｽ) 1.7 － － －
強靱化 雨水貯留施設(北大通り)の工事進 整備済み事業費÷総事業 % 14.8 24.8 88.3 100 100
KPI① 捗率 費 1.7 － － －
総合戦略 雨水貯留施設(北大通り)の工事進 整備済み事業費÷総事業 % 14.8 24.8 88.3 100 100
KPI① 捗率 費 1.7 － － －

－ － －

－ － －
Ｃ：全ての目標が達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞
計画どおり令和３年度中に雨水貯留管の建設工事委託協定（第１期工事）を締結したが、設計の精査に時間を要したため、工

状況
事着手が令和４年３月となったことにより目標を達成することができなかった。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への １年度 ２年度 ３年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ Ａ Ａ 本事業を推進することにより、超過降雨に対しても被害を最小化できることから、施策の目標達成

に向けて貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ 国の補助金、地方債を財源として最大限確保するとともに、最適な工法となるよう比較検討を行い

適宜事業費の縮減に努めており、事業費・人件費の水準は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

１年度 ２年度 ３年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ 即効性のある対策を実施するため、重点的に対策を行う地区を選定し、


